
第1章 調査の背景と目的

第2章 事業者アンケートによる都心のエネルギー利用の実態調査

■ アンケート調査結果（１）

令和３年度 都心のエネルギー利用の最適化・強靭化に向けた基礎調査 【概要版】１

調査対象：都心エネルギープラン対象区域に立地する建物
調査期間：令和3年12月3日～12月24日
調査方法：調査票郵送配布（郵送回収またはe-mail回収）
回答状況：調査依頼数207件、回収数134件、回収率64.7％

１）アンケート調査対象建物の概要
アンケート配布先は、都心エリア内の建物から、建物用途別にでき

るだけ建物規模・竣工年数に偏りがないように配慮して選定を行なっ
た。また、2013年度実施の「都心エネルギー基礎調査」において回答
を得られた建物については、その後の改修や建替え効果を検証するた
め、再度の協力を依頼した。同時に、2013年度以降に建替えられた建
物についても最新のエネルギー使用量を調査したいことから、優先し
て選定を行った。

その結果、事務所95件、放送局4件、商業施設33件（うち地下街が3
件）、文化施設4件、教育施設5件、医療施設7件、宿泊施設24件、共同
住宅（共用部）19件、共同住宅（住戸）14件その他の施設2件の全207
件を調査対象として選定した。

建物用途 調査数 回答数 回収率

事務所 95 66 69.5%

放送局 4 3 75.0%

商業施設 33 25 75.8%

文化施設 4 3 75.0%

教育施設 5 5 100.0%

医療施設 7 5 71.4%

宿泊施設 24 11 45.8%

共同住宅共用部 19 2 10.5%

共同住宅住戸 14 14 100.0%

その他 2 0 71.4%

合計 207 134 64.7%

表 アンケートの回収数と回収率

図 回答あり建物の竣工年と延床面積の分布

４）設備概要
設備概要の集計結果は以下のとおり。

 受電設備は、信頼性の高い２回線、スポットネットワークが４割程度を
占めている。

 照明設備は、LED（＋α）方式が８割以上を占めている。
 オンサイトでの再エネ設備として、１割程度の建物が太陽光発電を導入

している。
 ３割程度の建物が、井水利用している。
 ４分の１程度の建物が、BEMSを導入している。
 自立分散電源として、９割程度の建物が非常用発電機を導入している。
。

受電設備 照明設備

再エネ設備 BEMS
(Building Energy Management System）

熱源設備

５）建物および空調設備等の改修状況
竣工後に、建物や空調設備等の大規模改修を行った建物は以下のとおり。

 2000年以降、継続して建物および空調設備等の改修が行われている。
 空調設備、照明設備の件数が多く、LEDへの改修も多くみられる。
 ５年以内に改修を予定している建物の件数も多い。

２）アンケート項目（調査票）
調査票は、建物概要、設備概要、建替および大規模改修の状況、エ

ネルギー利用の実態と、建物の省エネ、エネルギーデータの利活用、
脱炭素、建物の強靭化についての意識を問う内容（A4判 全8頁）とし
た。

表 アンケート調査の概要

　1-1　建物概要

施設名称

所有者

所在地

竣工年月 西暦 年 月

構　造 　鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 　鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造（一部鉄骨造）

　鉄骨造 　鉄骨鉄筋コンクリート造 　木造

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

地上(階数) 地下(階数) 塔屋(階数)

延床面積 ㎡ 建築面積 ㎡

㎡　　　概算値

㎡　　　概算値

㎡　　　概算値

㎡　　　概算値

㎡　　　概算値

　エネルギー管理システム（BEMS）についてお尋ねします。

　Q1 エネルギー管理システム（BEMS）はありますか？

　　　BEMS：Building Energy Management System 　あり 　なし

　建替計画、建物や空調設備等の大規模改修についてお尋ねします。

　Q2　竣工後に、建物や空調設備等の大規模改修を行いましたか？

　あり 　なし

「あり」の場合 建物 西暦 年

空調設備等 西暦 年

　Q3　Q2で「あり」と回答した方にお尋ねします。改修・更新した設備はどれですか？

　電気設備 　熱源設備 　照明設備 （　　LED　　　　Hf蛍光灯　）

　空調設備 　その他　（ 　）

　Q4　今後、建替計画、建物や空調設備等の大規模改修の予定はありますか？

　 　あり 　なし

　Q5　Q4で「あり」と回答した方にお尋ねします。それはいつ頃を予定していますか？

　建替 5年以内 5～10年以内 10年以上先

　建物の改修 5年以内 5～10年以内 10年以上先

　空調設備等の改修 5年以内 5～10年以内 10年以上先

「令和３年度　都心のエネルギー利用の最適化・強靭化に向けた基礎調査」

都心部建物のエネルギー利用実態に関する調査票

規　模

および

用途別床面積

建物用途

※複合用途の場

合は主たる用途

に✓を記入

事務所　：業務施設、研究施設、自治体施設、通信施設等

文化施設：興行施設、運動施設等

用途別床面積

※建物用途は上記の

　　名称を参照して記入

※概算で構いません

建物用途 床面積

その他　：工業施設、運輸倉庫施設、供給処理施設

商業施設：集合販売施設、専用店舗施設、遊技施設等

専用住宅：戸建て住宅

教育施設：小学校、中学校、高等学校、大学等

共同住宅：マンション、アパート等

医療施設：病院、社会福祉施設等

宿泊施設：ホテル、旅館等

３）アンケート回答あり建物の建物概要
アンケート回答ありの建物の竣工年と延床面積の分布状況は以下のとおり。概ね偏りのない回答が得られた。

自立分散電源

井水の用途

大規模改修の有無 建替・大規模改修の計画の有無

設備改修の内訳大規模改修の推移 大規模改修の予定

実施項目 実施内容

（１）事業者アンケートによるエネルギー実態調査  アンケート調査票の作成

 調査対象建物の選定（200棟程度）

 調査票の配布、回収、集計ほか

（２）都心建物の床面積別・用途別エネルギー消費量調査  都市計画基礎調査とGISによる街区毎・用途別床面積の算出

 建物用途別の１㎡当りの一次エネルギー消費量、CO2排出量の原単位

 街区単位のエネルギー消費量ほか

（３）都心建物の建替え効果に関する比較検証  2014年度以降建替え建物の建替前後のエネルギー消費量（省エネ効果）分析

 2013年度のエネルギー基礎調査結果との比較ほか

（４）非常時における必要エネルギー量調査  非常時の必要エネルギー割合

 街区単位、都心強化先導エリア内のと必要エネルギー量の分析ほか

（５）エネルギー利用の最適化・強靭化基礎検討  熱導管やエネルギーセンター配置論、需給管理の在り方の検討
 エリア防災強化の在り方の基礎検討ほか

１）調査の背景と目的
本業務は、札幌都心における将来的なエネルギー施策の展開を見据

えた平常時のエネルギー利用の最適化および非常時のエネルギー供給
体制の強靭化を目的として、都心のエネルギー消費の現状を把握し、
目的達成に資する基本的な考え方や方向性および方策について検討を
行うことを目的とする。
なお、本業務を進めるにあたり、2013年度実施の「都心エネルギー基
礎調査」業務の成果を活用した。

２）業務の実施内容
都心のエネルギー利用の最適化・強靭化に関して、エネルギー事業

者との情報交換・意見交換を目的とした勉強会を開催した。

表 実施項目と実施内容

３）都心のエネルギー利用の最適化・強靭化に関する勉
強会

都心のエネルギー利用の最適化・強靭化に関して、エネルギー事業
者との情報交換・意見交換を目的とした勉強会を開催した。

４）エネルギー事業者との意見交換会
都心のエネルギー利用の最適化・強靭化に関して、エネルギー事業

者との情報交換・意見交換を目的とした勉強会に加え、更に意見交換
を深化するためエネルギー事業者と個別に意見交換会を開催した。



ある
35
30%

ない
68
57%

無回答
15
13%

６）建物の省エネ性能向上の取組に関する回答
建物の省エネ性能について質問

７）データの利活用の取組に関する回答
エネルギーに関するデータの収集・分析と活用について質問

８）脱炭素の取組に関する回答
国際的な大きな流れが起きている脱炭素の取組について質問

９）強靭化の取組に関する回答
札幌都心部での強靭化の取組や課題について質問

建物の省エネ性能向上（ZEB化）への関心と取組 建物の省エネ性能向上に取り組む場合の課題（複数回答）

建物の環境認証の取得状況
認証取得のメリット（複数回答）

認証取得に際しての課題（未取得者対象・複数回答）

建物でのエネルギーデータの収集・分析の必要性 エネルギーデータの収集・分析の目的（複数回答）

エネルギーデータを利用した運転管理の課題エネルギーデータを利用した運転管理の必要性

エリアでのエネルギーデータを利用した運転管理の必要性

脱炭素の取組 脱炭素の取組を進める理由（複数回答）

脱炭素に取り組む際の課題

脱炭素に配慮した建物への関心 脱炭素の取組として興味があるもの（複数回答）

非常時のエネルギー供給の強靭化について 強靭化に取り組む理由

非常時に電力供給を継続する目的（複数回答）非常時に必要と考える最大容量に対する比率

電力供給 熱供給

非常時に熱供給を継続する目的（複数回答）

 課題として「初期費用の
負担」、「管理する人材」
が挙げられている。

 省エネ性能向上（ZEB化）への関心は70％程度
あるが、そのうち「取り組んでいる」件数は
20％程度。

 「初期費用が高い」ことを課題に掲げる建物が
多く、取組件数を増やすためには、ZEB化に伴
う初期費用の増分や費用対効果に関する分析が
課題となる。

 建物でのエネルギーデータの収集・分析（77％）やデータを活用した運
転管理（64％）に関心のある件数は多いが、「管理する人材がいない」、
「初期費用が高い」ことを課題に掲げる建物が多い、

 ZEB化と同様に初期費用の増分や費用対効果に関する分析が課題と
なる。

 取組理由は、「企業のCSR」、「同様の建物との
差別化」、「不動産価値の向上」が多い。

 70％程度の建物が脱炭素への関心を有し、
「建物の省エネ性能の向上」、「再エネ
利用」に興味を示している。

 先ずは、「低炭素化につながる取組や技
術情報」、「技術的支援」の提供が課題
となる。

 「建物の省エネ性能の向上」、
「再エネ利用」が多い。

 40％程度の建物が、非常時のエネルギー供給の強靭化に
ついて検討している。

 「安全確保」から「基幹業務の維持活動」まで非常時の電

力供給のニーズは多い。
 これらのニーズと最大容量に対する比率との関係を整理

する必要がある。

 取組理由は、「業務継続性」、
「同様の建物との差別化」、 「企
業のCSR」が多い。

 ZEB化に取り組む課題として、「初期
費用」を挙げる建物が多い。

 その他、「費用対効果」や「技術的な
課題」が課題として挙げられている。

 未取得者の課題として、
「取得費用の負担」が多
い。

 認証取得した建物のメリットとして、
「企業のCSR」、「同様の建物との差
別化」、「不動産価値の向上」が挙げ
られている。

 データ収集の目的と
して、「光熱費の削
減」、「使用量の見え
る化」が多い。

■ アンケート調査結果（２）

令和３年度 都心のエネルギー利用の最適化・強靭化に向けた基礎調査 【概要版】２



2020年：街区毎の延床面積

㎡

㎡ ㎡

0 ～ 20,000 未満

20,000 ～ 40,000 未満

40,000 ～ 60,000 未満

60,000 ～ 80,000 未満

80,000 ～ 100,000 未満

100,000 ～ 200,000 未満

200,000 以上

㎡ ㎡

1,408,663北西の床面積： 3,779,618

南東の床面積： 683,018南西の床面積： 1,614,950

110

北東の床面積：

17,587

札幌駅
25,061

44,556 23,437 25,426 38,799

30,939 30,73778,500 76,288 85,755

79,220

総延床面積：

63,952 106,314 53,090 4,445 25,328

37,277 40,980 25,934

17,839
16,709

57,113 79,168 90,797 83,819 28,878 97,768 83,243 76,386

61,055 75,422 82,013 429,529 0 15,205 43,464 28,445

44,456 9,352 11,748 49,739

38,349 27,893 76,139 32,243

38,335 33,415

66,117 41,713 55,564 39,476 81,495

115,331 78,428 80,197 109,508 42,352

86,253 7,82435,204 40,710

80,645

118,913 92,534 85,106 84,700 23,685 34,831 30,88033,649

76,287 36,340 46,666 59,214 108,029 53,923 22,527
9,270

67,789 74,737 131,892 54,684

39,528 22,758 18,481
19,461 30,156

26,754 13,165 26,740 15,752

22,899 20,493 28,792 38,12452,994 75,945 62,382 73,872 99,793 85,153 70,409 62,855

70,065 77,767

43,372

29,264 18,280 19,691

13,747 39,450 56,985 47,526 48,317 36,112 46,539

34,582 48,033 55,571 63,909 74,951 63,048 48,225 39,533 59,014

44,140

73,346

9,381
7,486,249

延床面積（㎡）

29,449 21,558 29,718
41,146

9,691

4,97357,184 48,622 31,517 20,502 34,232 29,29352,143 41,093 49,169 69,986

2011年：街区毎の延床面積

㎡
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60,000 ～ 80,000 未満

80,000 ～ 100,000 未満

100,000 ～ 200,000 未満

200,000 以上

㎡ ㎡637,002南西の床面積： 1,494,451

3,541,780 1,139,577北東の床面積：北西の床面積：
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33,781
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27,634 37,564

34,989 40,810 29,359 69,261 69,898 77,767 4,43450,861 48,437
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南東の床面積：
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延床面積（㎡）
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26,754 19,132 17,941 8,216

53,923 76,741
9,270 38,239 22,758 13,885

16,668 20,713
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17,839
9,711
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24,790
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15,600

37,277 35,712 25,834 6,375
総延床面積： 6,812,810

100

8,596

44,140 札幌駅
24,235

44,556 23,437

46,232 106,314 52,868 4,932 23,048

79,737 64,788 85,755 5,621
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2019年：街区毎のCO2排出量

（2012年比）

t-CO2/年 t-CO2/年

（2012年比） （2012年比）

0 ～ 2,000 未満

2,000 ～ 4,000 未満

4,000 ～ 6,000 未満

6,000 ～ 8,000 未満

8,000 ～ 10,000 未満

10,000 ～ 20,000 未満

20,000 以上

t-CO2/年 t-CO2/年

（2012年比） 97% （2012年比）

51,936
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3,311 2,597 2,242 2,014 2,940 2,281

3,168 391 795 3,842

3,360

8,225 7,485 10,117 58,409 0 1,287 2,906 2,045
1,492

6,005 札幌駅
2,329

3,899 2,005 2,181

7,442 7,475 7,087 1,806 2,642

t-CO2/年

95%

6,387 7,883 4,581 366 2,151

2,475 3,173 4,830 392
総排出量： 756,606

第3章 街区別の建物床面積 第５章 都心の非常時における必要エネルギー量
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第４章 一次エネルギー消費量とCO2排出量 第6章 基礎検討の方向性

エリアの特徴

エ
ネ
ル
ギ
ー
種
別

脱炭素化に向けた基本的な方向性

強靭化に向けた
基本的な方向性

省エネ
 需給調整

創エネ 再エネ
 未利用エネ

都心全域

電
力

• BEI低減
（ZEB化）

• BEMSの導入
• 蓄電池の導入

• オンサイト再
エネ発電設備
の導入

• オフサイト再
エネ電力の都
心への導入

• 再エネ電力の
購入

• 非常用発電機
の導入

• 蓄電池の導入

熱

• BEI低減
（ZEB化）

• BEMSの導入
• 蓄熱槽の導入

• 再エネ熱源設
備の導入

• 低炭素燃料の
導入

• 蓄熱槽の導入

都心強化先導エリア
• 複数のエネルギーセン

ターがエネルギーネッ
トワークによりつな
がっている

• 地区計画等が決定され、
開発機運が高い

• 特定都市再生緊急整備
地域への位置付け

電
力

－ － －

熱

• プラント間連
携などによる
DHCの効率的
な運用

• AEMSの導入
• 蓄熱槽の導入

• DHCへの再エ
ネ導入

• DHCへの未利
用熱導入

• CGS排熱の活
用

• エネルギー
ネットワーク
からの非常時
の熱供給

拠点
• 街区一体や複数街

区での再開発が想
定される

• 札幌駅周辺、大通
創世が計画により
位置付け

• 将来的には、エネ
ルギーネットワー
ク外での拠点開発
も可能性がある

• 大規模再開発に伴
うエネルギー供給
拠点の整備

電
力

－ －

• ECからの非常
時の電力供給

• 拠点周辺での
グリッド化

• CGS電力の活
用

熱

• DHCプラント
高効率化

• AEMSの導入
• 蓄熱槽の導入

• CGS排熱の活
用

• ECからの非常
時の熱供給

表 都心の脱炭素化および強靭化に向けた基本的な方向性

 都心のエリア特性は、第２次都心まちづくり計画の骨格構造も踏まえ、
拠点開発と拠点同士を群とした都心強化先導エリアにおいて、それぞれ
のエリアの特徴を捉えた取組を整理。加えて都心全域で普遍的に必要と

なる取組を明確化。
 都心の脱炭素化に向けた方向性として、省エネに寄与する取組と、CO2

排出係数の削減に寄与する取組についてエリア特性に応じて整理。省エ

ネと再エネ・創エネ等によりエネルギー利用の最適化を図る。
 都心の強靭化に向けた方向性も同様に、エリア特性に応じて整理。
 これら取組について、次年度以降具体的手法や法・制度の整理、課題の

洗い出し等を検討。

１）基礎検討の基本的な方向性
基礎検討の基本的な方向性を以下に示す。

図 第２次都心まちづくり計画による都心の骨格構造

１）非常時における建物用途別必要エネルギー割合
非 常 時 の 必 要 電 力 比 率 は 、 一 財 ） 建 築 環 境 ・ 省 エ ネ ル ギ ー 機 構

（IBEC）が2012年６月に公表した「スマートエネルギータウン調査報告
書」にある、人命保護、安全確保、避難支援、基幹中枢機能の維持、基

幹業務の維持、基幹業務の遂行のために必要な電力負荷（最大負荷）の
割合を参考に右表のとおり設定、非常時の必要熱負荷比率は、一般業務
の支援のための熱負荷（最大負荷）の割合を加え、85％とした。

２）非常時における街区別必要エネルギー量
平常時の電力負荷および熱負荷の原単位と非常時における建物用途別の

必要エネルギー割合を基に、街区別の非常時の必要エネルギー量を算出
した。
①非常時の必要電力負荷

エリア全体の総電力負荷は、105,981kW、都心強化先導エリア（赤枠
内）の合計は44,010kWでエリア全体の42%を占める。
②非常時の必要冷熱負荷

エリア全体の総冷熱負荷は、1,197,470MJ/h、都心強化先導エリア（赤
枠内）の合計は532,386MJ/hでエリア全体の44%を占める。
③非常時の必要温熱負荷

エリア全体の総温熱負荷は、1,047,413MJ/h、都心強化先導エリア（赤
枠内）の合計は462,228MJ/hでエリア全体の44%を占める。

建物用途

ピーク電力負荷の原単位（W/㎡） 非常時の
必要電力
比率

全体平均
DHCあり
平均

DHCなし
平均

事務所 34.0 30.4 41.3 27.0%

放送施設 75.8 ― 75.8 100.0%

商業施設 44.3 38.5 56.7 55.8%

文化施設 32.8 14.2 44.3 27.0%

学校施設 12.2 ― 12.2 27.0%

病院施設 46.4 46.4 ― 73.1%

宿泊施設 30.5 27.3 34.3 37.5%

共同住戸 59.8 0.0 59.8 13.5%

全体平均 37.4 33.5 44.4 ―

 
2020年：街区毎の非常時必要電力負荷

kW kW

0 ～ 500 未満

500 ～ 1,000 未満

1,000 ～ 1,500 未満

1,500 ～ 2,000 未満

2,000 ～ 2,500 未満

2,500 ～ 3,000 未満

3,000 以上

kW kW

7%

kW

北西のBCP電力負荷： 55,471
625 1,536 488 57 317

北東のBCP電力負荷：

307 347 931 31
総BCP電力負荷： 105,981

16,805

52% 16%

789 1,034 778 255 282

432

699 835 1,333 10,513 0 140 436 247
162

1,091 札幌駅
255

425 215 233

1,002

323
141

1,062 843 1,049 890 406 2,310 1,191 697

925 327 326 230 316 290

382 31 106 451

276

2,228 455 552 1,278 932

674 2,776 895 882 1,087 377

1,861 66313 352800 784 1,211 839

335 195 169
174

805

741

707 334 590 574 1,011 1,275 1,305

334 286 1,881

1,110 923 1,140

504
246 144 293 390

BCP電力負荷（kW）

527 713 748 783 1,654 1,992 1,002 636 370 226 173 263 771

84

574 661 764 1,460 1,560 1,115 44

458 534 882 1,413 1,619 1,203 485 394 498

949 695 277 196 342 240

456 143 184

46 723 1,056 1,131 955 711 727

7,262

25%

297 287 331
357

81

南西のBCP電力負荷： 26,443 南東の非常時必要電力負荷：

 2020年：街区毎のBCP冷熱負荷

MJ/h MJ/h

0 ～ 5,000 未満

5,000 ～ 10,000 未満

10,000 ～ 15,000 未満

15,000 ～ 20,000 未満

20,000 ～ 25,000 未満

25,000 ～ 30,000 未満

30,000 以上

MJ/h MJ/h

4%

50,851

25%

2,727 1,554 1,537
2,660

481

南西のBCP冷熱負荷： 296,357 南東のBCP冷熱負荷：

1,844 3,257

2,489 5,751 11,146 9,898 9,343 6,227 8,505

1,678

8,762 7,936 8,935 14,083 14,376 14,765 900

5,138 7,669 9,844 12,921 14,890 12,447 5,217 1,228 1,702

10,655 7,676 405 1,148 1,228 442

2,205

2,810

BCP冷房負荷（MJ/h）

8,484 11,698 11,343 13,553 19,304 17,650 13,325 9,765 2,419 2,891 1,069 836 2,876

2,320 1,467 1,861
1,180

10,213

14,601

13,029 6,579 8,750 10,602 19,593 9,763 4,079

3,709 4,095 15,985

21,563 16,889 15,990

3,289
4,844 2,176 4,592

2,521

12,499 6,823 9,997 7,147 14,607

13,279 21,348 14,482 14,616 19,705 5,301

14,784 4394,460 3,31512,479 13,647 23,902 8,465

15,431

3,526
463

7,788 14,392 16,840 15,217 5,445 20,330 15,865 6,105

4,572 2,491 1,475 3,897 5,691 2,798

3,669 1,693 476 9,005

6,090

10,846 13,823 15,710 89,937 0 2,753 1,153 2,780
3,184

9,267 札幌駅
4,603

8,096 4,243 4,490

175,675

56% 15%

14,234 14,576 13,469 97 5,565

MJ/h

北西のBCP冷熱負荷： 674,587
9,818 6,455 9,612 299 2,072

北東のBCP冷熱負荷：

2,734 6,289 3,727 1,698
総BCP冷熱負荷： 1,197,470

 
2020年：街区毎のBCP温熱負荷

MJ/h MJ/h

0 ～ 5,000 未満

5,000 ～ 10,000 未満

10,000 ～ 15,000 未満

15,000 ～ 20,000 未満

20,000 ～ 25,000 未満

25,000 ～ 30,000 未満

30,000 以上

MJ/h MJ/h

4%

45,480

24%

3,403 1,180 1,168
2,487

425

南西のBCP温熱負荷： 248,257 南東のBCP温熱負荷：

1,616 2,862

2,197 5,154 8,574 7,138 7,865 4,855 7,160

1,481

9,594 6,373 8,208 10,659 10,600 12,111 795

4,310 8,395 8,203 10,030 11,427 10,397 4,354 935 1,476

9,612 7,155 316 959 950 388

1,937

2,480

BCP暖房負荷（MJ/h）

7,575 10,259 11,789 11,742 15,356 12,819 11,501 8,579 2,123 2,502 943 772 2,511

2,045 1,290 1,642
1,023

11,463

12,887

11,490 5,807 7,351 10,408 17,251 8,617 3,600

3,269 4,640 11,390

18,990 14,739 13,993

2,898
4,275 1,864 4,050

2,225

10,379 6,462 10,254 6,308 17,157

11,721 18,265 12,833 14,318 20,168 4,673

10,551 3883,934 2,91911,074 12,529 21,068 7,428

16,343

2,746
402

7,545 14,252 14,368 15,125 4,538 14,696 13,022 6,722

4,035 2,194 1,264 3,404 5,023 2,414

3,239 1,494 401 7,948

5,272

14,324 12,923 14,909 64,877 0 2,430 834 2,454
2,810

6,603 札幌駅
4,430

7,110 3,745 3,963

151,127

58% 14%

13,368 12,417 11,883 74 4,912

MJ/h

北西のBCP温熱負荷： 602,549
10,774 5,593 8,484 249 1,769

北東のBCP温熱負荷：

2,401 5,544 3,249 1,499
総BCP温熱負荷： 1,047,413

図 街区別の非常時の必要電力負荷 図 街区別の非常時の必要冷熱負荷 図 街区別の非常時の必要温熱負荷

表 ピーク電力負荷および非常時の必要電力比率

非常時の必要電力比率は、一般財団法人建築環境・省エネルギー機構
（IBEC）が2012年６月に公表した「スマートエネルギータウン調査報告
書」に示されている、人命保護、安全確保、避難支援、基幹中枢機能の

維持、基幹業務の維持、基幹業務の遂行のために必要な電力負荷（最大
負荷）の割合を参考に設定した。

１）街区毎の建物用途別の延床面積
2020年都市計画基礎調査データに基づき、都心エネルギープラン対象エリアを146の街区に区分し、街区

毎の建物用途別延床面積を集計した。2020年度の街区毎の建物延床面積分布を示す。都心エネルギープラン
対象エリア全体の建物延面積は、7,486,249㎡となった。大通公園と創成川とで４分割した場合の北西エリア

が占める比率は50％、南西エリアは22％である。また、赤枠の都心強化先導エリアの建物延面積は2,910,191
㎡となり、全体に占める比率は39％となった。

２）2011年度～2020年度の街区毎の建物延床面積の増減
都心エネルギープラン対象エリア全体では、673,440㎡の増床であった。増延床面積をエリア別で見ると、

北西エリアが占める比率は31％に対して、北東エリアは40％であり、再開発事業や共同住宅の建設が進めら

れたことが伺える。また、赤枠の都心強化先導エリアの建物延面積は224,670㎡の増床であり、エリア全体に
占める比率は33％となった。

３）都心強化先導エリアの街区毎の建物用途別延床面積
2020年度の都心強化先導エリアのエリア全体の建築延床面積は、2,910,191㎡となった。街区毎の建築延面

積では、JR札幌駅を含む街区が全体の15%を占める。建物用途別の構成比率は、事務所が全体の50%、商業

施設（大規模商業施設＋店舗）は28%、宿泊施設は10%となった

４）都心強化先導エリアの建物用途別件数
都心強化先導エリア全体の建物件数は278件、建物用途別（複合用途建物の場合は過半の用途で）では、事

務所が154件で最も多く、商業施設（大型商業施設＋店舗）は55件、宿泊施設は22件となっている。

１）一次エネルギー消費量原単位とCO2排出量原単位
アンケート調査で得られた建物毎の年間エネルギー消費量データを基に、

公表されているエネルギー種別毎の一次エネルギー消費量換算係数を用
いて建物毎に年間の一次エネルギー消費量とCO2排出量を算出し、当該

建物の延床面積で割算して１㎡当りの原単位を計算した。また、建物用
途毎に集計し建物用途毎の原単位を算出した。
①建物用途毎の一次エネルギー消費量原単位

事務所、商業施設等、各用途で年々省エネが進んでいる。宿泊施設は、
2020年度のコロナ禍の影響でエネルギー消費量が激減している。
②建物用途毎のCO2排出量原単位

省エネ効果と電力のCO2排出係数の経年変化の影響もあり、事務所、
商業施設等すべての用途で2012年以降減少傾向がみられる。

２）年間の一次エネルギー消費量とCO2排出量
2019年度の街区別の一次エネルギー消費量の分布図を示す。エリア全

体では13,122,504GJ/年となり、2012 年度に比べ２％増加しているが、

延床面積の増加率９％に比べ小さい増加率となっている。
また、2019年度の街区別のCO2排出量分布を示す。エリア全体の一次

エネルギー消費量は、756,606t-CO2/年となり、2012 年度の延床面積の

増加率９％に比べ、逆に５％減少している。

2010 2011 2012 2018 2019 2020

事務所 1,696 1,643 1,561 1,428 1,464 1,312

商業施設 3,006 2,880 2,800 2,543 2,304 1,995

宿泊施設 2,300 2,314 2,491 2,517 2,325 1,521

2010 2011 2012 2018 2019 2020

事務所 64 77 99 90 86 71

商業施設 114 136 179 161 136 107

宿泊施設 98 116 151 152 135 82

表 主建物用途の一次エネルギー消費量の原単位

表 主建物用途のCO2排出量の原単位

図 街区別の年間一次エネルギー消費量(2019) 図 街区別の年間CO2排出量(2019)
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図 一次エネルギー消費量とCO2排出量の年平均原単位の推移

 
2019年：街区毎の一次エネルギー消費量

（2012年比）

GJ/年 GJ/年

（2012年比） （2012年比）

0 ～ 20,000 未満

20,000 ～ 40,000 未満

40,000 ～ 60,000 未満

60,000 ～ 80,000 未満

80,000 ～ 100,000 未満

100,000 ～ 200,000 未満

200,000 以上

GJ/年 GJ/年

（2012年比） 105% （2012年比）

888,960南西の消費量： 3,021,169 南東の消費量：

北西の消費量： 6,899,081 北東の消費量： 2,050,485

114%

48,522 30,971 37,789
49,866

10,894

5,543109,441 79,714 33,462 24,695 40,210 30,377

31,275 23,201

一次エネルギー消費量（GJ/年）

96%

39,263 20,661 27,634

10,322 67,187 110,138 107,147 104,956 73,774 71,523

56,197 89,485 102,554 142,594 163,051 131,194 61,596 45,918 63,719

49,791

39,097 19,832 39,586 38,155

33,115 73,145

45,144 26,573 23,380
21,204

89,213 49,773

98,613 75,167 97,106 144,804 151,864 135,231

12,127

112,109 120,864 177,441 81,655

78,825 107,124 117,344 113,153 185,519 189,733 125,527

134,833

118,064

110,332 53,195 77,053 98,159 159,157 128,568 100,615

175,066 139,365 149,554 164,786

47,655 50,210 175,389 38,631

197,201 68,488 97,167 114,949 168,991

107,371 274,758 128,237 140,321 191,033 56,028

178,635 9,11346,542 49,121

34,495
18,193

95,900 130,726 143,363 146,188 49,099 219,493 144,941 106,980

58,635 44,503 38,626 33,999 49,678 38,914

54,040 6,986 13,500 65,690

57,151

141,947 127,329 172,582 989,351 0 21,707 50,099 34,828
25,181

101,678 札幌駅
39,903

66,069 33,892 36,951

101%

126,606 127,606 120,348 31,295 44,718

GJ/年

102%

109,831 137,424 77,608 6,198 36,486

42,553 54,073 79,646 7,008
総消費量： 12,859,695

３）建替え効果に関する比較検証

主に都心強化先導エリアのうち、2014年度
以降建替えまたは大規模改修を行った建物を
対象に、建物の建替えまたは大規模改修前後

の一次エネルギー消費量原単位を比較し、建
替えまたは大規模改修の効果検証を行った。

2012年と2018年の一次エネルギー消費量原

単位を比較すると、事務所の平均で22％、商
業施設17％、教育施設28％、宿泊施設13％と
なり、それぞれ空調改修やLED化などによる

大きな省エネ効果が確認できた

図 街区別の年間一次エネルギー消費量(2011) 図 街区別の年間CO2排出量(2020)
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図 都心強化鮮度エリア内の建物用途分布


